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１ 調査の趣旨 

携帯電話は，国民生活に必要不可欠なものであり，家計に占める携帯電話通信

料の割合はこれまで増加傾向にあったことから，料金の低廉化・サービスの向上

を図るために競争環境を整備することは，政府の重要な課題となっている。 

公正取引委員会は，平成２８年８月と平成３０年６月に「携帯電話市場におけ

る競争政策上の課題について」実態調査報告書を公表したが，平成３０年度報告

書の公表以降，携帯電話市場においては，通信料金と端末代金の完全分離等を内

容とする電気通信事業法の一部を改正する法律が令和元年１０月１日に施行さ

れ，また，新たな通信事業者が MNO（Mobile Network Operator）（注１）として参入

するなど，競争環境に様々な変化が生じている。 

このため，携帯電話市場の競争状況を把握し，競争政策上の問題を検討するた

め，平成３０年度報告書のフォローアップ調査を行った。 

これに加え，消費者が最適な料金プランを選びやすい環境の整備に向けた課題，

携帯電話端末に係る課題，MVNO（Mobile Virtual Network Operator）（注２）の競争

環境の確保に向けた課題，MNOと販売代理店との取引に関する課題等について

の調査・検討を行った。 

なお，本報告書のうち，第４の「５ 中古端末の流通」及び「６ 携帯電話端

末の修理」については，総務省と合同で行った調査に基づくものである。 

 

（注１）MNOとは，電気通信役務としての移動体通信サービスを提供する電気通信事業を営む者であ

って，当該移動体通信サービスに係る無線局を自ら開設（開設された無線局に係る免許人等の地

位の承継を含む。）又は運用している者である。 

 

（注２）MVNOとは，①MNOの提供する移動体通信サービスを利用して，又はMNOと接続して，移

動体通信サービスを提供する電気通信事業者であって，②当該移動体通信サービスに係る無線局

を自ら開設しておらず，かつ，運用をしていない者である。 

 

２ 調査の結果 

概要及び報告書本体を参照。 
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